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1114頁～ 1120頁・1120の1頁～ 1120頁の2頁。 
 （3）追録C 
 高橋太郎＝國井義郎「通常の国・都道府県営土地改良事業を廃止する場合の手続は」追録41号
1150の15頁～ 1150の18頁・1150の18の1頁～ 1150の18の6頁。 
 2．原処分主義と裁決主義 








はできないという原則である  2） 。これに対して，裁決主義とは，原処分主義の原則に対する例外
であり，旧土改法87条10項のような個別法により，裁決取消訴訟のみ提起できるというもので






みを争うこととしている  4） 。つまり，これらは，主張制限の一種といえよう  5） 。 




































消滅された  8） 。 



























土地改良法に関する限りにおいて形骸化された  9） 。 




































る  13） 。 
 （2）新行審法の特例 
 　土地改良法は，国・都道府県営土地改良事業の事業計画決定に対しては行政不服審査法の審査






































土地改良事業計画の決定そのものを，抗告訴訟の対象とすることができると主張されていた  17） 。 
 5 ― 3．旧土地改良法87条10項の削除 
 （1）裁決主義の廃止 
































































 2） 宇賀克也『行政法概説Ⅱ【第5版】』136頁～ 138頁。 
 3） 宇賀・前出注（1）138頁，塩野宏『行政法Ⅱ【第5版補訂版】』（有斐閣，2013年）92頁。 





 7） 南編＝小高剛執筆・前出注（6）293頁。 
 8） 宇賀克也『行政不服審査法の逐条解説』（有斐閣，2015年）324頁・325頁。 
 9） 追録A134の9～同11。 
 10） 宇賀・前出注（8）324頁・325頁。 
 11） 追録A134の12頁～同19頁。 
 12） 追録Aの21頁～同23頁。 
 13） 大場民男『新版土地改良法換地（上）【第4版】』（一粒社，1989年）256頁。 
 14） 追録Bの1115頁。なお，大場・前出注（13）257頁も同趣旨。 
 15） 追録Bの1116頁。 
 16） 大場・前出注（13）262頁。 
 17） 大場・前出注（13）262頁・263頁。 
 18） 追録B1120の2頁，追録C1150の18の5頁・同6頁。 
 19） 小早川光郎『行政法講義（下）Ⅱ』（弘文堂，2005年）233頁。 
